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論 文 内 容 の 要 旨 
 
学校における食に関する指導の推進は，児童の生涯にわたる健全な食生活を形成するにあたり重要
であり，学習指導要領にも学校教育活動全体で食に関する指導を行う必要性が明記された。そこで教
科学習における食に関する指導の方法および有用性を検討し，その普及法を検討し試行した。 
第１章において，児童の健康行動を定着する方法として，行動科学に基づいた目標設定およびセルフモニタ
リングを取り入れ，６学年体育科保健領域の学習から逸脱することなく食に関する指導を位置づける授業計画
のプロセス提示した。実行可能な目標設定，不健康な生活行動を修正し，維持するという児童の健康的な生活
習慣形成の一助となる体育科保健領域における食に関する指導を試行し，その学習成果を得た。 
 第２章では，給食の食べ残しに着目した社会科および総合的な学習の時間における食に関する指導案を検討，
試行した。社会科の学習目標となるごみ減量への関心を高め，給食の食べ残しを減らすことがごみ減量につな
がると理解したうえで，食に関する指導として給食を残さず食べようとする態度を育む学習とした。さらに，
総合的な学習の時間において，児童は全校に向けた残食減量キャンペーンに取り組み，他の児童の残食減への
取組をリードし，学校全体の給食残食率低減を図るという学習成果を挙げた。 
第３章では，各児童の残さず食べる行動形成・定着をねらいとして，担任教諭を主体とした４学年社会科お
よび総合的な学習の時間における食に関する指導を検討，試行した。社会科学習において知識・態度形成を促
し，総合的な学習の時間において給食の残食量を測定する体験活動や食べ残しを減らすための探究活動を実施
した。その結果，学習前に比べ「残さず食べる」自己効力感は学習直後，学習２ヵ月後と経時的に向上し，残
さず食べる行動形成の指標とした残食率は学習と並行して有意に低下した。これより，４学年社会科および総
合的な学習の時間における食に関する指導は，残さず食べる自己効力感を高め，健康行動の形成・維持につな
がることを確認した。 
第４章においては，各授業実践をまとめ，小学校教育６年間における食に関する指導について汎用性のある
モデルカリキュラムを示し，小学校教育における食に関する指導を系統的に進める具体的な学習計画を提示し
た。 
第５章では，小学１～６学年の教科学習における食に関する指導の進め方について解説したWeb教材「先生
のための食育教室」を開発し，その有用性を検討した．教諭・栄養教諭および栄養教諭免許取得をめざす学生
に視聴を勧奨し，評価を行った。評価の観点は，①操作性等の技術面，②学習意欲を高めるためのARCSモデ
ルによる注意，関連性，自信，満足感の4項目，③教材としての有用性の 3点とした．教諭19名，栄養教諭
12名，栄養教諭免許取得をめざす学生 84名による評価を得た。技術面および ARCSモデルの4項目について，
それぞれ80％以上が肯定的に回答し，教材の有用性について各 9々5％以上が肯定的に評価した。「先生のため
の食育教室」は教諭・栄養教諭ならびに学生向けのWeb教材として有用であることが確認された。 
各教科学習における食に関する指導法を考案し有用性を確認するとともに，教諭・栄養教諭へ広く普及する
Web教材を開発し，小学校における食に関する指導の推進に寄与する研究成果を明らかにした。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
  
 
 生活習慣病が国民の主要死因を占め，メタボリックシンドローム対策として特定健康診査・特定保健指導制
度が実施されるに至っている．一度形成された食習慣を成人期以降に改善することは困難であり，生活習慣形
成期にある児童生徒期からの健康教育は，プライマリヘルスケアの観点から最も重要であり，児童生徒期を対
象とする食育の果たす意義は大きいものといえる。 
 我が国では近年、食環境を含む生活環境の変化により，家庭における食育に期待することは難しい状況にあ
る．そうした中，2008 年学習指導要領改訂において学校教育における食育推進が謳われた。これまでも食に
関する指導は，家庭科や学級活動等を中心に行われているが，その多くは知識伝達の授業であり，態度形成か
ら行動形成へと進める食に関する指導の方法を検討、授業実践し、学習成果を教科学習と食育の両面から検討
することを課題とし、授業実践した。 
 一つは、健康的な生活行動の形成を目指した 6学年体育科保健領域において、不健康な生活行動を修正し，
健康によい行動を定着させることを目標に行動科学理論に基づき，日標設定およびセルフモニタリングを取り
入れ、児童の健康的な生活習慣形成を支援する学習となることを確認した。次に、給食の食べ残しに着目した
社会科および総合的な学習の時間における食に関する指導の方法を検討，実施した。児童は残食減への意欲を
高め，給食を残さず食べることの意義を実体験し，総合的な学習の時間における全校キャンペーンにより，学
校全体の給食の食べ残し減量へと発展させている。さらに，“残さず食べる自己効力感”形成に重点を置き、
児童各自の残食課題の解決を図る学習では、夏休みを経過した後も維持するという学習成果を挙げ、担任教諭
のみの学習も可能であることを提示した。 
 以上をまとめ，生活科(1・2学年)，体育科保健領域(3～6学年)，家庭科(5・6学年)および学校給食活動を
基幹とした小学校教育 6年間における汎用性の高い食に関する指導のモデルカリキュラムを示すとともに，小
学校6年間の教育全体に食に関する指導を系統的に位置づけ、中学校教育につなぐモデルを示した。 
上記基礎研究をベースに， Web 教材「先生のための食育教室」を開発し，本学学術情報総合センターより配
信しその有用性を検討し、大阪市教育委員会教職員対象の“大阪市情報教育ネットワークシステム”からも公
開し普及を図っている。「先生のための食育教室」は教諭・栄養教諭ならびに学生向けのWeb教材として有用
であることを確認している．今後は，Web教材の改良・拡張により双方向による有用性の高いツールを完成し，
広く普及していくことを挙げている。 
 以上より，審査委員会は本論文が博士（生活科学）の授与に値するものと認めた。 
 
 
 
